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１．「先使用権」の根拠条文（35U.S.C §273(a)(1),(2)) 

２． 「先使用権」の活用状況 

35U.S.C §273(a) 

a. 先使用権の対象は、「製法」、「製造過程の装置・製品」に限定。

b. その主題を商業的に使用しており、その行為が、内部での商業的使用又は当該の商業的使用による有用な最終成果物の実質上公正な販売又はその
他の公正な商業的移転の何れかに関連していること（つまり、通常の取引の範囲内であること）

c. 当該商業的使用が、クレーム発明の有効出願日、又は、クレーム発明が、第102条(b)に基づいて先行技術の例外として適格になる態様で公衆に
開示された日から少なくとも１年前に生じていたこと。

a. 先使用権が主な争点となっている最高裁判決またはCAFC判決は存在せず（2020年時点の調査結果）。

b. 先使用権の適用可否が争点となっている地裁判決は2件のみ（2019年時点の調査結果）。

- Lawrence E Tannas v. Multichip Display Inc. et al. (815 cv 00282 (CDCA)), (filed: April 20, 2018) 

 - Dunnhumby USA, LLC v. emnos USA Corp. (1 13 cv00399 (NDIL) , (filed: April 1, 2015) 

⇒米国訴訟において先使用権は殆ど主張されていない。
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